
都谷川流域水害対策協議会 

 

日時：令和５年４月 24 日（月）14 時 00 分～ 

場所：大洲市役所２階大ホール 

 

次 第 

 

１．開会 

 

２．議事 

（１）都谷川流域水害対策協議会の規約について 

 

（２）流域水害対策計画の策定に向けて 

 

（３）今後のスケジュールについて 

 

（４）その他 

 

３．閉会 



都谷川流域水害対策協議会 

目的 

 

 本協議会は、気候変動による水害の激甚化・頻発化に備え、都谷川流

域において、あらゆる関係者が協働して流域全体で水害を軽減させる総

合的な流域対策を推進させるために、都谷川流域水害対策計画（ 以下

「計画」という。） の策定に関する協議及び実施に係る連絡調整を行

うことで計画の効果的な実施及び運用を図ることを目的とする。 

 

協議会の組織（案） 

機関 役職 氏名 

愛媛県 大洲土木事務所長 石井 利幸 

大洲市 建設部長 泉 浩嗣 

大洲市 農林水産部長 木藤 幸治 

国土交通省 大洲河川国道事務所長 江川 昌克 

国土交通省 肱川緊急治水対策河川事務所長 松山 芳士 
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 都谷川流域水害対策協議会設置規約（案） 

 

 

 （名称） 

第１条 本会は、都谷川流域水害対策協議会（以下「協議会」という。）と称する。 

２ 協議会は、特定都市河川浸水被害対策法（平成 15 年法律第 77 号）第７条第１項の規

定に基づき設置する。 

 （目的） 

第２条 本協議会は、気候変動による水害の激甚化・頻発化に備え、都谷川流域において、

あらゆる関係者が協働して流域全体で水害を軽減させる総合的な流域対策を推進させる

ために、都谷川流域水害対策計画（以下「計画」という。）の策定に関する協議及び実

施に係る連絡調整を行うことで計画の効果的な実施及び運用を図ることを目的とする。 

 （協議会の実施事項） 

第３条 協議会は、次の各号に掲げる事項を実施する。 

 ⑴ 計画の作成及び変更に関する協議 

 ⑵ 計画の実施に係る連絡調整 

 （協議会の組織等） 

第４条 協議会は、別表１に掲げる者をもって構成する。 

２ 協議会は、必要と認める者に参加を求めることができる。 

３ 協議会の進行は愛媛県南予地方局大洲土木事務所長が行う。 

４ 協議会の招集は別表 1 に掲げる者が行う。 

 （幹事会） 

第５条 協議会に幹事会を置く。 

２ 幹事会は、別表２に掲げる者（以下「幹事」という。）をもって構成する。 

３ 幹事会は、必要と認める者に参加を求めることができる。 

 （部会） 

第６条 第３条に掲げる事項について、調査、検討等を行うため、協議会に部会を置くこ

とができる。 

２ 部会は、調査、検討等の内容に応じて、幹事のうち、必要なものをもって構成する。 

３ 部会は、必要と認める者に参加を求めることができる。 

 （事務局） 

第７条 協議会の事務を処理するため、事務局を南予地方局大洲土木事務所に置く。 

２ 事務局の運営に関し必要な事項は、幹事会で定める。 

 （会議の公開） 

第８条 協議会の公開は、会議の傍聴を希望する県民等に、協議会が会議の傍聴を認める

ことにより行う。ただし、審議内容によっては、協議会に諮り、非公開とすることがで

きる。 

２ 幹事会及び部会は、原則非公開とし、幹事会及び部会の結果を協議会へ報告すること



により公開とみなす。 

 （協議会資料等の公表） 

第９条 協議会に提出された資料等については速やかに公表することができる。ただし、

個人情報等で公表することが適切でない資料等については、協議会の了解を得て公表し

ないものとする。 

２ 協議会の議事については、事務局が議事概要を作成し、別表１に掲げる者の確認を得

た後、公表することができる。 

 （雑則） 

第 10 条 本規約の改正、その他協議会の運営に関し必要な事項は、協議会の協議により

定める。 

   附 則  

 この規約は、令和○年○月○日から施行する。 



別表１ 

愛媛県南予地方局大洲土木事務所長 

大洲市建設部長 

〃 農林水産部長 

国土交通省四国地方整備局 大洲河川国道事務所長 

〃       肱川緊急治水対策河川事務所長 

 

別表２ 

幹事 南予地方局大洲土木事務所   企画調整幹 

〃    〃            事業管理課長 

〃    〃            事業管理課主幹 

〃    〃            河川港湾課長 

〃  南予地方局建設部       建築指導課長 

〃  南予地方局農林水産振興部   農村整備課企画調整室長 

〃    〃            八幡浜支局農村整備第一課長 

〃    〃            八幡浜支局肱川流域林業振興課長 

〃  大洲市建設部         治水事業統括官 

〃    〃            建設課長 

〃    〃            都市整備課長 

〃    〃            上下水道課長 

〃    〃            治水課長  

〃  大洲市農林水産部       農林振興課長 

〃    〃             農山漁村整備課長 

〃  大洲市農業委員会       事務局長 

〃  国土交通省四国地方整備局 

大洲河川国道事務所   副所長 

〃    〃             事業対策官 

〃    〃             工務第一課長 

〃  国土交通省四国地方整備局 

肱川緊急治水対策河川事務所  副所長 

〃    〃             工務課長 

 



都谷川流域水害対策計画の策定に向けて

0

１.これまでの経緯

２.計画に定める事項
①現状と課題
②浸水被害対策の基本方針

３.今後のスケジュール

令和５年４月２４日



１.東大洲地区における特定都市河川法の
適用に関するこれまでの経緯

1



流域治水プロジェクトの推進

2

内水対策

R5.3版
（R3.3策定）



浸水深図（東大洲暫定堤防嵩上げ後のH30.7再現）

○激特事業による堤防整備により、肱川・矢落川からの越水が解消され、浸水区域が大幅に減少する。

○東大洲地区では、一部に床上・床下浸水家屋が残るため、次の課題は内水対策となる。

・波 形：平成30年7月洪水波形
・確率規模：内水（実績）、外水（実績）
・堤防状況：東大洲暫定堤防嵩上げ後（完成堤高さ）
・河道状況：令和2年末河道（河道掘削実施無し）
・ダム操作：現況2ダム（野村ダム、鹿野川ダム）、激特完成後操作

 浸水した場合に想定
 される水深(ランク別)

　20.0m以上

　10.0m～20.0m

　5.0m～10.0m

　3.0m～5.0m

　1.0m～3.0m

　0.5m～1.0m

　0.3m～0.5m

　0.3m未満

凡　例

凡 例

：床上浸水

：床下浸水

3

東大洲暫定堤防嵩上げ
（R5.3完成）

矢落川

肱川

平成30年7月の出水状況

浸水区域が大幅に減少
次の課題は内水対策



特定都市河川浸水被害対策法の概要

調整池 透水性舗装

雨水活用施設浸透ます

雨水貯留浸透施設の例 4

○ハード・ソフト一体の水災害対策「流域治水」の本格的実践に向けて、特定都市河川を全国の河川に拡大し、ハード整備の加速に加え、国・県・市

町村・企業等のあらゆる関係者の協働による水害リスクを踏まえたまちづくり・住まいづくり・流域における貯留・浸透機能の向上等を推進するもの。

○地域の実情に応じてメニューを選択していく。

◎

◎

◎

◎は東大洲地区でのメニュー（案）

◎

R3.11.1改正施行



○東大洲地区の内水被害軽減対策を進めていくため、この地区を流れる都谷川を令和５年４月１日に特定都市河川に指定。
○都⾕川流域において、河川管理者と流域住⺠等が⼀体となり内水被害の防⽌対策を推進できる「特定都市河川浸水被害対策法」を適用し、
従来のハード対策に加え、流域内の雨水の流出抑制、貯留機能の保全等の対策を組み合わせた総合的な内水対策に、愛媛県と大洲市、国
土交通省が連携して取り組む。

都谷川の特定都市河川指定（R5.4.1）

凡例
：特定都市河川指定
：普通河川
：特定都市河川流域
：大洲拠点区域

5



特定都市河川の指定状況（令和5年4月1日時点）

○「流域治水」の本格的な実践に向けて、令和3年11月1日に全面施行された流域治水関連法の中核をなす特定都市河川浸水被害対策法に
基づき、特定都市河川の指定を全国に拡大

○特定都市河川は、全国で14水系171河川が指定されています。

6



○特定都市河川では、指定後に流域水害対策協議会を設置し、その協議会において流域での対策をとりまとめた流域水害対策計画を策定し、
河川での対策に加え、流域での土地利用規制などの対策を実践していく。
※雨水浸透阻害行為の許可は河川指定と同時に適用される

7

特定都市河川法による流域治水の実践体制 流域治水施策集（R4.12）より



特定都市河川法に関する国の支援事業

○本支川合流部や狭窄部等を有する浸水リスクの高い地域（特定都市河川流域）における早期の浸水被害軽減のため、
土地利用規制と合わせて実施する遊水地・二線堤等のハード対策に集中的に投資するための新規事業を創設。

8

令和4年度水管理・国土保全局関係予算概要より



9

東大洲地区における内水対策の進め方（まとめ）

特定都市河川指定

流域水害対策計画

肱川水系流域治水プロジェクト

流域治水整備事業
特定都市河川浸水被害対策推進事業

特定都市河川法を活用

平成30年7月豪雨と同規模の洪水に対して、被害を防⽌・軽減する事を
目標に、関係者が連携して様々な取り組みを推進。内水対策も位置付け

東大洲地区では、平成30年7月豪雨により甚大な
浸水被害発生。激特事業による堤防整備により洪
水対策が進む中、今後は内水対策が課題

流域水害対策計画により、被害軽減対策を実施

各機関での流域対策

【東大洲地区の対応】

流域水害対策計画において位置付けられた
事業を計画的かつ集中的に実施。



２.流域水害対策計画に定める事項

10



○特定都市河川浸水被害対策法第４条第２項に基づき、流域水害対策計画に下記を定める。

11

流域水害対策計画に定める事項

①浸水被害対策の基本方針
②計画期間、③計画対象降雨（都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨）

④都市浸水想定（計画対象降雨が生じた場合の洪水・雨水出水による浸水想定区域・水深）
⑤特定都市河川の整備
⑥当該特定都市河川の河川管理者が行う雨水貯留浸透施設の整備
⑦下水道管理者が行う特定都市下水道の整備（汚水のみを排除するためのものを除く）
⑧河川管理者及び下水道管理者以外の者が行う雨水貯留浸透施設の整備
その他浸水被害の防⽌を図るための雨水の一時的な貯留又は地下への浸透

⑨雨水貯留浸透施設整備計画の認定に関する基本的事項
⑩下水道管理者が管理する特定都市下水道のポンプ施設の操作
（河川に下水を放流するためのものに限る）

⑪都市浸水想定の区域における土地の利用
⑫貯留機能保全区域又は浸水被害防⽌区域の指定の方針
⑬浸水被害が発生した場合における被害の拡大を防止するための措置
⑭その他浸水被害の防⽌を図るために必要な措置

特定都市河川流域の「現状と課題」を整理

◆流域水害対策計画で定める事項

※アンダーラインは第１回会議で概要を説明



①都谷川特定都市河川流域の
現状と課題

12



13

都谷川流域の地形（標高図）

○大洲盆地は、肱川・⽮落川及び⼭地に囲まれた低平地であり、⻑年洪水被害に⾒舞われた地域である。
○流域を流れる都⾕川は、洪水時には⽮落川との水位差によって、排水樋門を閉鎖することから、自然流下
では排水が困難な状況となり、浸水被害が生じやすい特性がある。

A

A’

都⾕川流域の標高図

T.P.：土地標高基準（東京湾平均海面）

T.P.+表示
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過去の浸水被害状況

近年の浸水被害の状況

平成７年７月洪水

平成３０年７月洪水

二線堤越流状況

平成１６年８月洪水

平成１７年９月洪水 平成２３年９月洪水

浸水実績図

○都⾕川流域では、大規模な浸水被害が頻発しており、近年では、平成７年、平成１６年、平成１７年、平
成２３年、平成３０年に被害が発生している。特に平成30年７月豪雨では、床上浸水が781⼾、床下浸水が
448⼾となり大きな被害となった。
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河川の状況（内外水リスクマップ）〜多段階の浸水想定図を重ね合わせたもの〜

○東大洲地区の完成堤後における内水リスクについて、内外水リスクマップにより確認した結果、東大洲地区
では、高頻度（1／10）及び中高頻度（1／30）でも、内水による浸水リスクが残る状況が想定される。

※内外水リスクマップ：想定される浸水範囲を降雨規模別（1/10、1/30、1/50 等）にランク分けして示した地図であり、浸水解析
により外水氾濫（肱川流域）と内水氾濫（都谷川流域）のシミュレーションを実施した上で、重ね合わせたもの。

高頻度（1/10）

中高頻度（1/30）

中頻度（1/50）

中低頻度（1/100）

想定最大規模

凡例

【計算条件】

短期：河道：R2末河道※、堤防：整備完了

野村ダム：激特後操作

鹿野川ダム：激特後操作

（※河道の掘削進捗が確定しているR2末時点とした）
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下水道の状況（下水道事業計画）

○大洲市では、公共下水道事業着手以降、汚水管渠の整備を先行して実施しており、雨水管渠の整備については、主要な管渠は概ね計画断
面を満たしているものの、その他の管渠については、未整備区域が大部分であり、整備完了には相当な時間を要する。

出典：大洲市公共下水道事業計画 （変更）協議申出書 令和3年度 愛媛県大洲市 一般平面図（雨水）※一部編集



17

治水対策の経緯（河川改修）

○愛媛県では、昭和55年に策定した「都⾕川・野田川改良工事全体計画」に基づき、県管理河川では概ね河川改修が完了している。



治水対策の経緯（肱川の総合的な冠水被害軽減対策計画）

二線堤整備の保全・拡充
（大洲市）

協定締結式

堤防整備
（国交省）

防災ステーションの活用
防災教育の実施
（大洲市・国交省）

開発盛土に対する規制
（大洲市）

矢落川

肱川

古川

都谷川

野田川

緊急輸送路整備
待避所整備
（国交省）

工業団地整備
（大洲市）

立地適正化計画の推進
（大洲市）

肱川

建築物のピロティ化
（愛媛県大洲土木事務所）

水辺林整備
（国交省）

建築物の嵩上げ・耐水化
（喜多医師会病院）

久米川

排水ポンプ車の増強
（国交省）

公園貯留施設
（大洲市）

排水樋門整備
（国交省）

参考）市の盛土規制区域
大洲市大洲拠点地区における
宅地開発等に関する指導要綱
H17.1制定、盛土高を規定、
貯留施設の設置又は貯留施設
設置寄付金を義務化

○肱川流域では、平成７年７月出水を受け「総合的な冠水被害軽減対策」に関係機関が連携して取り組むなど、過去から流域治水対策に
取り組んできた経緯がある。
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透水性舗装による道路整備
（大洲市）

：都⾕川流域

「総合的な冠水被害軽減対策」
における東大洲地区での対策内容



【補足】大洲市内水対策計画
○大洲市では、河川整備計画（緊急治水対策）完了後の課題として、外水氾濫による浸水リスクは今後著し
く低下するのに対し、“内水氾濫による浸水被害リスク”は、より⼀層顕在化する事を懸念している。
○そこで、新たに令和4年3月に「大洲市内水対策計画」を策定し、内水による被害が発生する地区に対して、
対策を行うことしており、東大洲地区を含む21箇所で対策を実施することとしている。
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都谷川流域における課題（まとめ）

○東大洲地区の暫定堤防が令和4年度に完成し、肱川からの越水（外水）による被害を軽減することに合わせ
て、今後は、支川である都⾕川の排水樋門の閉鎖等による内水氾濫が課題となっている。

○この課題解決に向け、流域治水の考えもと、河川、下水道での対策に加え、流域全体でさらなる被害軽減
対策を実行していく必要がある。

20

⽮落川合流部の都⾕川排水樋門閉鎖等による内水氾濫による被害

【流域の課題】

都⾕川、野田川、古川は概ね河川改修が完了しているが、都⾕川樋門閉鎖
による溢水が懸念される

【河川の課題】

雨水函渠の整備については、主要な函渠は整備済みであるが、その他大部
分は未整備であり、完了までに⻑期間を有する

【下水道の課題】



②都谷川特定都市河川流域における
浸水被害対策の基本方針
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計画期間
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目標降雨（計画対象降雨）

○都⾕川流域における既往最大となる浸水被害は、平成30年7月降雨（床上781⼾、床下448⼾）で発生してお
り、肱川本川の河川整備計画変更の契機となっている。なお、当該洪水の12時間雨量は、年超過確率1/50の
規模であった。

○都⾕川流域における外水対策としては、年超過確率1/30の規模の降雨を目標として対策を行っている。
また、下水道においても年超過確率1/10の規模の降雨を目標として対策を進めている。

○⼀方、近年、全国各地で地球温暖化に伴う気候変動の影響により、施設能力を上回る洪水が発生しており、
大規模な豪雨災害が頻発している状況がある。

○これらを総合的に勘案し、流域全体で都市浸水の発生を防ぐべき目標となる降雨（計画対象降雨）を既に気
候変動の影響があり、既往最大の被害を受けている平成30年7月降雨とし、降雨波形及び降雨量を定め、河
川整備、下水道整備、貯留浸透施設の設置、土地利用規制等を活用し、流域の浸水被害軽減を図る。

補足）年超過確率1/50の規模とは、1年間にその規模を超える洪水が発生する確率が1/50（2%）であることを示す
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目標降雨に対する浸水被害軽減対策の検討
○都⾕川流域では、都⾕川排水樋門を全閉することによる内水氾濫に課題がある。
○都⾕川流域水害対策計画においては、計画対象降雨の平成 30 年 7 月降雨による都⾕川樋門閉鎖時間帯の流
出量 2,7 50 千㎥に対して、河川整備等のハード対策に加え、流出抑制対策や水害リスクを踏まえた土地利用
規制等のソフト対策も活用して、効果的な被害軽減対策の検討を進めていく。

※H30.7の流出量2,738千m3は都⾕川樋門閉鎖時間帯の流出量の合計値

流出量
2,750千m3

雨水浸透阻害行為
の許可

流
域
水
害
対
策
計
画

河川・水田等
の貯留

計画対象降雨
H30.7

ソフト対策

流域水害対策計画降雨量
（流出量）

都⾕川流域の浸水被害軽減対策の検討

目標値

下水道整備

河川整備等

雨水貯留浸透施設
分担量を
今後検討



３.今後のスケジュール
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今後のスケジュール（予定）

大洲市愛媛県

流域水害対策協議会の設立（第１回）

特定都市河川の指定

○特定都市河川では、「流域水害対策計画」に基づき対策を実施していく。

○東大洲地区の浸水被害軽減に向け、計画策定に速やかに着手する。

流域水害対策計画（案）策定

計画の実践

大洲河国

流域水害対策計画(素案)の公表（第２回）

河川指定
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4月1日

4月24日

5月頃

流域水害対策計画(案)の公表（第３回）

流域水害対策計画の策定

7月頃

9月頃

9月頃

・整備内容の検討（河川対策・流域対策等）
・専門家、地区代表者意⾒（臨時協議会員）

・計画に基づく対策の実施

・協議会規約の施行
・流域水害対策計画に定める事項の確認

・国への協議申請

・関係部局への協議、国との調整


